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原子力は大きなエネルギーを生む便益があるが、他方で多量の放射性物質を扱うことか

ら公衆や社会・環境に放射線影響を及ぼす潜在的危険性（リスク）がある。この潜在的リ

スクをどこまで低減すれば十分かを示す安全目標は、様々な原子力分野の規制の基礎を明

確で、整合性、透明性のあるものにし、リスクの顕在化を十分に防止するために重要な施

策である。我が国の原子力安全委員会は安全目標の中間とりまとめを公表し、発電炉の性

能目標案を定め、今後、国民からの意見を反映して安全目標を確定するとしている。 

こうした状況を背景とし、我が国及び米国、英国、オランダ、フィンランド、IAEA, ICRP

等の安全目標と、わが国における確率論的安全評価(PSA)技術の状況を調査し、研究が必

要と考えられる、包括的安全目標、地震に対する社会的安全目標、多数基立地の地震 PSA

手法開発の３つを研究論文に纏めた。その論文の内容の要旨を以下に述べる。 
 

１．包括的安全目標 

安全目標は、原子力安全の広い課題に対応できる一貫した基礎と目標を与えられること

が望まれる。その為には、原子力施設から有意な放射能が放出される可能性がある全ての

状態を対象とし、平常時から過酷事故に亘る放射能放出がある場合の施設周辺の公衆に与

える各種の健康影響を考慮した全ての原子力施設に共通に適用できる包括的な安全目標

が必要である。 

安全目標は、上位の包括的な安全目標と、その下位の各種施設の特徴やリスク水準を考

慮した個別の安全目標（性能目標）の階層構造を前提として、上位の包括的安全目標を研

究対象とした。安全目標の作成では技術的面を中心としたが、公衆や社会の意見を反映す

ることは重要であるので、米国や我が国の安全目標の策定過程で実施された公開会合論等

での代表的意見を参考とし研究に反映した。 
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各種の健康影響に対する相対的リスク比による目標の作成 

 安全目標の作成方法には、絶対的リスク或いは相対的リスクの基準による２方法がある。 

前者は或る絶対的リスク基準と比較し、後者は公衆が日常生活でさらされている一般原因

のリスクと比較しリスクが有意に増加しなければ受容されるとする。英国および我が国の

安全目標中間とりまとめは絶対リスク基準（10-6/年）を用いており、米国は相対的リスク

基準によっている。本研究では、安全目標作成の際に公開会合等で得られた一般の意見で

より支持の多い相対的リスク基準を用いた。 

本研究では、公衆の被ばくによる健康影響として、急性死亡、晩発性ガン死亡に加えて、

生体の比較的放射線感受性の高い組織への悪影響による各種の健康障害と重篤な遺伝的

影響を考慮した。それらの健康影響の厳しさに応じたアバージョン（嫌悪感）を考慮した

相対的リスク比を導入し、原子力施設の通常時は 0.1、非致死の健康障害は 1%, 致死リス

クおよび重篤な遺伝的影響は 0.1%として、下式により、各種の健康影響の発生頻度の許容

限度目標を定めた。 
 

被ばくによる各種の健康影響リスク ＜ 日常の健康影響リスク×相対的リスク比 
 

 被ばくの生体に与える健康影響データは、国際放射線防護委員会（ICRP）および、国

際連合放射線影響科学委員会（UNSCEAR）の推奨値に拠った。平常時の線量限度目標は、

ICRP の単線源の線量拘束値の推奨値 0.3mSv を採用した。日常の一般原因の死傷率は国の

死亡率統計および病院患者数統計に基づき定めた。作成した包括的安全目標は下記である。 
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作成した包括的安全目標は、米国 NRC の発電炉の安全目標、ANS 安全設計基準、英国の

原子力施設及び非原子力施設に適用される安全基準（限度と目標）及び、ICRP の個体放射

性廃棄物に対する放射線防護の目標等と比較した。また、我が国の発電用原子炉施設の安

全指針の平常時、事故時、立地事故の判断のめやすと比較し、その妥当性を検討した。 
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２．地震に対する社会的安全目標   

安全目標の中間とりまとめは公衆個人に対するものであり、社会的リスクの抑制は課題

とされている。社会的リスクには、集団の健康影響と、原子炉施設の損失や放射線汚染に

係わる経済的損失があるが、本研究では、英国やオランダを参照にして集団の健康影響（死

者数）を対象とした。我が国は地震多発国であり、発電炉のリスクは地震が支配的であり、

かつ、地震の共通要因による損傷の相関および、強地震での損傷確率の増加により複数基

サイトでは複数の発電炉が同時損傷しサイト外影響が大きくなる可能性がある。本研究で

は社会的関心が強くリスクが支配的な地震に対する社会的安全目標を研究課題とした。 

急性死亡および晩発性ガン死亡の相対的リスク比 

公衆個人に対する安全目標はある程度の集団の健康影響の抑制効果もあるので、100 人

以上の死者が出る原子力災害のリスクが、直接的地震災害(死者数 100 人以上)のリスクの

0.1%を超えないことを目標とし相対的リスク比を 0.1%とした。地震の直接的災害(死者数)

は、我が国の地震災害記録から算出した。晩発性ガン死亡の場合は、同様に 100 人の死者

数出るリスクが、一般ガンで 100 人死亡するリスクと比較し、有意にリスクが増えないこ

とを目標に相対的リスク比を 0.1%とした。急性或いは晩発性ガンによる死者数が 100 人を

超える場合は死者が１桁増えるに伴い相対的リスク比は１～２桁づつの範囲で下がるも

のとした。評価範囲はサイトから 100km の範囲をめやすとし、さらに必要な場合はそれ以

遠も評価することとした。作成した地震に対する急性死亡の社会的安全目標を下図に示す。 
 

 

性能目標の格納容器 
機能喪失頻度の目標値 

 

作成した安全目標は、我が国には比較できる評価結果がないため、米国の代表的発電炉

５基の集団リスクの PSA 結果（NUREG-1150）と比較し、また、オランダの社会的安全目

標、我が国の立地指針の集団線量のめやす 2 万人 Sv と比較し、妥当性を検討した。 
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３．多数基立地の地震 PSA 手法の開発研究 

発電炉の地震に対するリスク抑制の重要性は前項で述べたが、現状では、２基を越える

多数基の実用的な地震 PSA 手法は国内外を含めて未開発である。 

世界の最大サイトは 8基の発電炉があり、日本は柏崎刈羽原発の 7基があるので、９基

までの多数基立地の地震 PSA 手法の開発研究を行った。 

多変数相関モデルの開発 

現在の地震PSAでは、原子炉内機器の相関は、多重系システムに対して安全側に全て完

全相関を仮定するのが一般的であるが、保守的過ぎる仮定である。多数基の地震PSAでは、

機器の直列―並列配置、無相関―中間―完全相関、ユニット内―ユニット間の多変数相関

を正しく扱うモデルが必要であり、本研究では下記のモンテカルロ法の基本式を開発した。 

     Si =i [ RCij ij +  Ri
ij1 ]  

ここで、Si =機器の応答及びフラジリティのバラツキ、i =応答及びフラジリティのバ

ラツキの対数正規分布の標準偏差、ρ=相関係数、Rcom ,Ri= 機器に共通および独立な対数正

規分布の乱数である。この相関式は、数学的および、作成したコードの試計算で検証した。 

モンデカルロ法の確率計算と発電炉の同時損傷の確率計算 

システムフォールト・ツリー及び事故シーケンス、炉心損傷、格納容器破損、放射能放

出等の確率計算は、ブール方程式で入力し、モンテカルロ法にて確率計算するフォールト

ツリー連結の方式を用いた。多数基の同時損傷確率は、多数基の考えられる損傷の全組み

合わせの発生をモンテカルロの試行毎に積算して最後に同時損傷確率を算出する。 

重要な構築物・系統及び機器の模擬と、プラントのグループ化 

詳細な地震 PSAの実施経験から地震 PSAの結果は限られた数の重要な機器及び事故シー

ケンスに拠ることが一般的に知られているので、重要な系統及び機器および事故シーケン

スを選定して模擬する。同じ原子炉設計、同じ建築設計で対称配置で隣接して建設される

ツインのユニット等はグループ化し扱い、現実的なサイズの模擬をおこなう。 

計算機コード CORAL-reef の作成と試計算 

本研究で開発したモデルはパソコン計算機の Visual BASIC 開発環境の上でプログラム

し多数基立地の地震 PSA の汎用コード CORAL-reef を作成し、モデルの検証、及び試計算

を実施した。試計算として、各種の検証解析の他に、複数基立地の発電炉間の地震による

苛酷事故時の相互支援として、タイラインによる電源や冷却水の融通システムのアクシデ

ント・マネージメント策の地震 PSA を実施し、サイト総合の炉心損傷頻度は約 50%低減で

きる結果を得た。多数基立地のサイト総合リスクの多数基効果等のリスク指標も提言した。 

 

４．論文の内容の結び 

本論文の研究成果は、今後、安全目標の包括性の向上、社会的安全目標の策定、および、

地震 PSA 技術の向上に寄与し、原子力施設の安全性向上に役立つものと考える。 


